
（参考資料） 
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※２  第２号被保険者等とは、被用者年金被保険者のことをいう（第２号被保険者のほか、65歳以上で老齢、または、退職を支給事由とする年金給付の受給権を有する者を含む）。 

(数値は平成28年３月末） 

915万人  4,127万人 1,668万人 

確
定
拠
出
年
金
（
個
人
型
） 

国
民
年
金
基
金 

自営業者など 公務員など 会社員 
第２号被保険者の 
被扶養配偶者 

第１号被保険者 第３号被保険者 第２号被保険者等※２ 

6,710万人 

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ） 

厚生年金保険 加入員数 
3,686万人 

 
加入員数 
441万人 

※平成26年度末 

 

（公務員等※１） 

年金払い    
退職給付※１ 

加入員数 
43万人 

加入者数 
26万人 

確定拠出 
年金 

 （企業型） 

確定給 
付企業 
年金 

（代行部分） 

厚生年金
基金 

加入者数 
548万人 

加入者数 
795万人 

 
加入員数 
254万人 

 

３
階
部
分 

２
階
部
分 

１
階
部
分 

○ 現役世代は全て国民年金の被保険者となり、高齢期となれば、基礎年金の給付を受ける。（１階部分） 

○ 民間サラリーマンや公務員等は、これに加え、厚生年金保険に加入し、基礎年金の上乗せとして報酬比例年金の給付を受け
る。（２階部分） 

年金制度の仕組み 

（民間サラリーマン） 

※１ 被用者年金制度の一元化に伴い、平成27年10月1日から公務員および私学教職員も厚生年金に加入。また、共済年金の職域加算部分は廃止され、新たに年金払い退職給付が創設。 
  ただし、平成27年9月30日までの共済年金に加入していた期間分については、平成27年10月以後においても、加入期間に応じた職域加算部分を支給。 
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自営業者・大学生等 会社員・公務員等 専業主婦等 

【現役時代】 
保険料を負担 

【引退後】 
年金を受給 

 基 礎 年 金 （ 定 額 ）  基 礎 年 金 （ 定 額 ） 

国民年金 
（第1号被保険者） 

  

（20歳から）                

（原則60歳まで）                

（65歳から） 

負担なし（第２号 
被保険者全体で負担）  

転職等 

転職、暮らしの変化等 保険料が払えない時
は免除制度あり 

（亡くなるまで） 

毎月16,260円（定額） 
を負担 

厚生年金 
（第２号被保険者） 

国民年金 
（第３号被保険者） 

 基 礎 年 金 （ 定 額 ） 

 月給の18.182％ 負担 

（半分は会社が負担） 転職等 

月約57,000円（平均） 
（基礎年金） 

（65歳から） 

（亡くなるまで） 

月約154,000円（平均） 
（基礎年金＋厚生年金） 

（65歳から） 

（亡くなるまで） 

月約57,000円（平均） 
（基礎年金） 

 厚生年金 
（所得比例） 

働き方・暮らし方に応じて加入 

（60歳まで）                

（20歳から）                

（退職まで）                

（就職から）                

※ 平成28年度 ※ 平成28年９月～ 

公的年金制度とライフコース 
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                    ※現在の保険料 ：  
厚生年金18.182%（平成28年9月～）   
国民年金16,260円（平成28年4月～） 

① 上限を固定した上での保険料の引上げ 

平成29（2017）年度以降の保険料水準の固定。  （保険料水準は、引上げ過程も含めて法律に明記） 
 ・厚生年金 ： 18.30％（労使折半） （平成16年10月から毎年0.354％引上げ）  
 ・国民年金 ： 16,900円※平成16年度価格 （平成17年4月から毎年280円引上げ）  
 

③  積立金の活用 

概ね100年間で財政均衡を図る方式とし、財政均衡期間の終了時に給付費１年分程度の
積立金を保有することとして、積立金を活用し後世代の給付に充てる。 

②  基礎年金国庫負担の２分の１への引上げ   

平成21年度以降、基礎年金給付費に対する国庫負担割合を２分の１とする。 

④  財源の範囲内で給付水準を自動調整する仕組み（マクロ経済スライド）の導入  

現役世代の人口減少とともに年金の給付水準を調整。標準的な年金の給付水準について、今後の少子高齢化の中でも、
年金を受給し始める時点で、現役サラリーマン世帯の平均所得の50％を上回る。 

少子高齢化が進行しても、財源の
範囲内で給付費を賄えるよう、年
金額の価値を自動調整する仕組
み（マクロ経済スライド）を導入。 

  ○ 平成16年の制度改正で、今後、更に急速に進行する少子高齢化を見据えて、将来にわたって、 
制度を持続的で安心できるものとするための年金財政のフレームワークを導入。 

 ○ 社会保障・税一体改革関連法の成立により、平成16年改正財政フレームは一定の完成をみている。 

平成24年「社会保障・税一体改革」に
より消費税財源確保。 

平成24年年金額の特例水準
の解消（法改正）により、 
マクロ経済スライドが機能す
る前提条件を整備。 

社会保障・税一体改革関連法の成立による平成16年改正財政フレームの完成 

年金額 

保
険
料
収
入 

④ 

固定！ ① 
国
庫
負
担 

積
立
金 

③ ② 
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人口の前提 ― 「日本の将来推計人口」（24年１月、国立社会保障・人口問題研究所）   【低位・中位・高位】 

労働力の前提 ― 「労働力需給推計」（26年２月、(独)労働政策研究・研修機構）       【労働参加が進む・進まない】 

経済の前提 ― 「年金財政における経済前提と積立金運用のあり方に関する専門委員会」での検討 
          ⇒ 内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成26年１月20日）を参考にしつつ、長期的な経済状況を

見通す上で重要な全要素生産性（TFP）上昇率を軸とした【幅の広い複数ケース】 

― 被保険者及び年金受給者等の実績データ等を基礎として設定 
   ※ただし、国民年金保険料の納付率については、 「今後の取組強化等により向上（平成30年度

に65％）した場合」を基本に、「現状の納付率（60％）で推移した場合」も設定 

その他の制度の状況等に関する前提 
（有遺族率、障害年金発生率、納付率等） 

将来の経済状況の仮定 経済前提 （参考）

労働力率
全要素生産性
（TFP）上昇率

物価上昇率
賃金上昇率

（実質<対物価>）

運用利回り 経済成長率
（実質<対物価>）

2024年度以降20～30年
実質

<対物価>
スプレッド
<対賃金>

ケースA

内閣府試算
「経済再生
ケース」に

接続するもの

労働市場へ
の参加が

進むケース

1.8％ 2.0％ 2.3％ 3.4％ 1.1％ 1.4％

ケースB 1.6％ 1.8％ 2.1％ 3.3％ 1.2％ 1.1％

ケースC 1.4％ 1.6％ 1.8％ 3.2％ 1.4％ 0.9％

ケースD 1.2％ 1.4％ 1.6％ 3.1％ 1.5％ 0.6％

ケースE 1.0％ 1.2％ 1.3％ 3.0％ 1.7％ 0.4％

ケースF 内閣府試算
「参考

ケース」に
接続するもの

労働市場へ
の参加が
進まない
ケース

1.0％ 1.2％ 1.3％ 2.8％ 1.5％ 0.1％

ケースG 0.7％ 0.9％ 1.0％ 2.2％ 1.2％ ▲0.2％

ケースH 0.5％ 0.6％ 0.7％ 1.7％ 1.0％ ▲0.4％

合計特殊出生率 平均寿命

　2010年（実績）　　　　　　　2060年 　　　2010年（実績）　　　　　　　　　　　　2060年

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　男：　８３．２２

　　　　　　　　　　　　　出生高位：　１．６０ 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　女：　８９．９６

　　１．３９　　　→　 　出生中位：　１．３５ 　　男：　７９．５５　  　　　　　 　　　　　　　男：　８４．１９

　　　　　　　　　　　　　出生低位：　１．１２ 　　女：　８６．３０　  　　　　　　 　　　　　　女：　９０．９３

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　男：　８５．１４

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　女：　９１．９０

死亡高位

→ 死亡中位

死亡低位

平成26年財政検証の諸前提 
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平成26年財政検証の結果～所得代替率の将来見通し～ 

所得代替率 

※ 所得代替率50％を下回る場合は、50％で給付水準調整を終了し、給付及び負担の在り方について検討を行うことと
されているが、仮に、財政のバランスが取れるまで機械的に給付水準調整を進めた場合の数値。 

高
成
長
ケ
ー
ス 

低
成
長
ケ
ー
ス 

ケースＢ  ５０．９％  （平成55 (2043) 年度）   ｛基礎：25.8％(2043)、比例：25.1％(2017)｝   １．１％ 

ケースＡ   ５０．９％  （平成56 (2044) 年度）   ｛基礎：25.6％(2044)、比例：25.3％(2017)｝   １．４％ 

ケースＣ   ５１．０％  （平成55 (2043) 年度）   ｛基礎：26.0％(2043)、比例：25.0％(2018)｝   ０．９％  

ケースＤ   ５０．８％  （平成55 (2043) 年度）   ｛基礎：26.0％(2043)、比例：24.8％(2019)｝   ０．６％ 

ケースＥ   ５０．６％  （平成55 (2043) 年度）   ｛基礎：26.0％(2043)、比例：24.5％(2020)｝   ０．４％ 

ケースＦ   ５０．０％  （平成52 (2040) 年度）   

       （※）４５．７％  （平成62 (2050) 年度）   ｛基礎：22.6％(2050)、比例：23.0％(2027)｝   ０．１％ 

労働市場への参加が進み、経済が持続的に成長するケースでは、所得代替率50％を確保 

 ※人口推計が中位の場合（2060年の仮定：出生率１．３５、平均寿命男84.2歳、女90.9歳） 

50% 

実質経済 

成長率 
2024年度以降 

20～30年 

45% 

高 

低 

経済前提 

給付水準調整終了後の
標準的な厚生年金の 

所得代替率 
給付水準調整の 

終了年度 

↑ 労働市場への参加が進むケース （内閣府試算の経済再生ケースに相当） 

↓ 労働市場への参加が進まないケース （内閣府試算の参考ケースに相当） 

ケースＧ   ５０．０％  （平成50 (2038) 年度）   

       （※）４２．０％  （平成70 (2058) 年度）   ｛基礎：20.1％(2058)、比例：21.9％(2031)｝  ▲０．２％ 

ケースＨ   ５０．０％  （平成48 (2036) 年度）  注：機械的に基礎、比例ともに給付水準調整を続けた場合  ▲０．４％ 

       （※）機械的に給付水準調整を続けると、国民年金は2055年度に積立金がなくなり完全な賦課方式に移行。 
           その後、保険料と国庫負担で賄うことのできる給付水準は、所得代替率35％～37％程度。 

40% 

55% 
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積立金 

積立金が減少しても企業 
の追加負担が抑制可能 

将来の財政悪化を想定して予め 
リスク対応掛金を拠出 

 
 

掛金収入 

現価 

 

 

 

 

 
積立金 

給付現価 給付現価 

財政悪化 
リスク相当額 掛金収入 

現価 

積立金 

給付現価 

掛金収入 

現価 

 不足金 

積立金 

【財政均衡】 

給付現価 

現行の仕組み（イメージ） 

追加の掛金拠出が必要 

積立金減少 

１．リスク対応掛金の導入 
□ 現行の確定給付企業年金制度では、積立不足が生じたときに、事業主に追加の掛金負担が生じる。 
□ そのため、あらかじめ、将来発生するリスクを測定し、労使の合意によりその範囲内で掛金（リスク対応掛金）を拠出し平準的

な拠出とすることで、より安定的な運営を可能とする。 

【積立不足が発生】 

リスク対応掛金導入後の仕組み（イメージ） 

リスク対応
掛金  

 

 

掛金収入 

現価 

リスク対応
掛金 

リスク対応掛金 
 がなければ 
積立不足が発生 

確定給付企業年金制度の改正（平成29年1月1日施行） 

②積立金 ①給付 

現価 
（調整率＝１） 

剰余発生時 不足発生時 財政均衡時 

②積立金 

①給付 

現価 
（調整率＝１） ②積立金 

①給付 

現価 
（調整率＝１） 

③掛金 
収入現価 

財政悪化 
リスク相当額 財政悪化 

リスク相当額 

③掛金 
収入現価 

③掛金 
収入現価 

増額 

調整なし 

財政悪化 
リスク相当額 

リスク分担型企業年金における給付調整の仕組み（イメージ） 

減額 

２．リスク分担型企業年金の導入 
□ リスク分担型企業年金は、事業主がリスクへの対応分も含む固定の掛金を拠出することにより、一定のリスクを負い、財政バ

ランスが崩れた場合には給付の調整を行うことで加入者も一定のリスクを負うことで、リスクを分担する仕組み。 

 標準掛金相当分（将来の給付を賄う掛金） 

 リスク対応掛金相当分 
（事業主がリスクに対応する部分） 

導入後の経過年数 

掛
金 

掛金設定の仕組み 
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